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1） 特定保健指導における運動負荷試験の導入； 

 積極的支援では初回面接と最終評価の間に必要なポイントを満たす継続的支援を受けなければな

らない。そこで積極的支援該当者が行動変容として運動を選択し、運動負荷試験の適応条件（表 1）

に 1 つでも該当する場合、初回面接当日または継続的支援の 1 回目において、運動負荷試験を受け

てもらうようにしている。一方、動機づけ支援該当者は、初回面接と最終評価しか受けられないた

め、6 ヶ月間自己管理となる。しかしハイリスク者には多少自己負担を払ってでも運動負荷試験を

受けるようにすすめている。運動負荷試験を実施した場合は、その結果にもとづいて好ましい有酸

素性運動の強度、時間、頻度などを提案している。運動負荷試験を実施しない場合は 6 メッツ未満

の身体活動を推奨し、運動実施に関する注意事項を指導している。これまでにジョギング希望者に

おいて運動負荷時高血圧者を数例認めており、運動負荷時の血圧が安定するまでは速歩程度の運動

にとどめ、安全に運動を実施することができている。 

 

 

 

2） 特定保健指導実施者に対する教育研修； 

 特定保健指導に携わる保健師、管理栄養士、医師などは、特定保健指導ガイドライン（厚生労働

省）にそった研修を各都道府県で受講することになっている。佐賀県では平成 24 年度から特定保健

指導実施者研修会において、健康スポーツ医が「保健指導の基礎知識」の講義を担当し、運動によ

る内科的障害や整形外科的障害、保健指導時のリスク管理方法等についての解説を加えている。受

講者からは「保健指導を行う際、リスクに関する話を耳にすることがないので、学ぶことができて

よかった。」といった感想が見られた。保健師や管理栄養士は食事指導や禁煙指導に関する知識や技

術は豊富であるが、運動指導に関する知識や技術は不足している印象を受ける。特定保健指導にお

ける運動が事故なく安全に実践されるためにも、今後健康スポーツ医が率先して特定保健指導の指

導者教育に携わっていく必要が感じられる。 
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